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共同実施における政策手段の比較とその成立のための諸条件

一一成長モデルを用いた分析一一
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1 序論

近年，地球規模での環境問題が深刻になるにつれて，経済と環境との関係はますます注目されるよ

うになってきている。我々が21世紀における持続可能な発展というものを考えるときに，次のような

問題を経済分析に組み込むことは有益であるだろう。

1) 経済が成長するにつれて，汚染物の排出量はどのような変化をたどるのであろうか。

2) 共同実施を行うことで排出量を削減することはできるのであろうか。

3) 共同実施の手段としてはどのようなものが望ましいのであろうか。

しかしながら，従来これらの議論は必ずしも十分になされてこなかったように思われる。

環境と経済との関係を取り扱った近年の文献としては，一人当たりの所得と汚染量の聞における逆
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U字の関係を指摘したGrossmanand Krueger (1995），経済成長と排出量との関係を研究したStokey

(1998), 2国間の枠組みで汚染量と貿易との関係を論じているCopelandand Taylor (1994），社会

厚生の最適化のために排出物に対して適切な税を課すことの必要性を述べた細田 (1997），そして経

済成長と自然ストックとの関連性に焦点を当てているBetratti,etal.(1993), (1996），非対称情報のも

とでの共同実施を考察したHagem(1996）等がある。

本稿は， Stokey(1998）の議論を拡張することによって，環境と経済成長との関係を二国間の枠組

みで分析しようと試みたものである。本稿では，閉鎖経済のもとで，環境と経済成長の問題を分析し

たStokey(1998）の議論を先進国と発展途上国が存在するよ うなモデルへと拡張することにする。主

として，先進諸国と発展途上国の排出物削減に向けた共同実施がなされるような状況ができるのか，

また，できるとするのであればどのような手段によってするべきなのか，あるいはそれが適切に機能

するためにはどのような制度が必要なのかといった点を検討する。

本稿の以下の部分は次のように構成されている。まず，第2節では静学モデルを検討する。第3節

ではそれを動学モデルに拡張する。両節とも，最初の部分で，先進国と発展途上国が協調しないケー

スと協調するケースに場合分けして考察を行う。後半部分では，共同実施の手段としてはどのような

ものが望ましいのかということを検討し，その後，共同実施がなされるための条件を簡単なゲーム論

の枠組みを用いて導出することにする。最後に，第4節では結論を述べる。

2 静学による分析

本節では，グローパル経済の枠組みにおいて，汚染を伴うような静学モデルを検討する。 2.1では基

本的なモデルの枠組みを述べ，2.2では個々の国が相手の行動を所与として自らの行動を決定するよう

な状況を考察する。 2.3では排出量を削減するような二種類の共同実施を導入し，それらによって各国

の厚生が上昇しうるのかを調べ， 2.4ではその二つの手段の比較，検討を行う。最後に， 2.5ではその

ような共同実施がなされるための諸条件を求めることにする。

2.1 モデルの設定

ここでは，本節で検討する静学モデルの基本的なフレームワークを述べる。本稿で検討される世界

は二国からなるものとする。一国をN国，もう一方をS国と呼ぶことにしよう。各国において生産活

動がなされるが，それに伴って汚染も排出されるものとする。また，両国において生産される生産物

は同質であるものとする。

i国（以下， i=N,S）における生産関数を次のように規定することにしよう。

Y；ニ p (2 .1) 

ただし， Viはi国における総産出量，p；は両国における技術の違いを表すノfラメータ， Aは生産性の

パラメータ，K；はi国における資本ストック，Z；はi国において使用される技術の指標であり，Z；巴

[0,1］である。下添え字iは本稿を通じて i国を表わすことにする。また，本稿を通じて資本移動は存

在しないものとする。一人当たりの産出量は，次のようになる。
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Yiニ p;AkiZi. (2. 2) 

ただし， Yi,k;はそれぞれi国における一人当たりの産出量，資本ストックであり， j国における総人

口を Liとすると， Yi三 YJL,k;三 K/Lとなる。

汚染は生産過程においてのみ排出されるものとする。議論の簡単化のために，消費などから発生す

る汚染は考えない。汚染の排出過程を表わす関数を次のように規定することにしよう。

Di二 AKzf. (2. 3) 

ただし， D；はi国における総排出量である。また， βはパラメータであり， β＞lである 10 この定式化

によると，所与の資本ストック Kiに対して，排出量はおに関する逓増的な関数となっている。 Eうと

Diの関数の性質により，所与のKに対して産出量が増加すると，汚染量が加速度的に増加することが

確認される20 

また， ZiをD；について解き，これを生産関数に代入すると次式が成立する。

Y;=p;(AK)1占n/P. (2. 4) 

つまり，最終生産物は，実質的に資本ストックと排出物に関する一次向次の生産関数になっていると

いうことができる30 

次に，各国の消費者の効用 （Ui）について述べることにしよう。 i国における代表的個人の効用関

数を次のように定式化する。
-1－σ 唱

ι＝守二土ー（B品＋＆＆） (2. 5) 

ただし， Ciはi国における一人当たりの消費量であり静学モデルにおいては Ci＝釣である。 B1(B2）は

自国（他国）の汚染に対する不効用の程度を表すパラメータであり， B1>B2>04とする。そして， σ＞

Oとする。また， nは相手国の汚染量である（本稿を通じて下添え字jは相手国の水準を表わすこと
にする。）。この効用関数では，前半部分で消費によってもたらされるプラスの効用が，後半部分で汚

染から生じる不効用が表わされている50 

2.2 共同実施が存在しないケース

本項では，共同実施が存在しない状況における各国の行動について考察する。各国の政府は， Ziを

（適切な政策手段を用いて）決定できると仮定することにしよう。各国における代表的個人は同一の

1 このような生産関数，および排出量を表す関数については， Stokey(1998）を参照せよ。
2 Z；を省エネ水準とみると理解しやすい。この解釈では，Z;=lのときは省エネが全く行われていない状況と見なすこと
ができる。そして，んが小さいほど省エネ水準が上昇する。つまり，所与の潜在的な産出量に対して，省エネ水準を緩

めて生産活動を行えば行うほど産出量も増加するが，それに伴う汚染は逓増的に増加していくことになる。逆に見れ

ば，みが十分に大きいとき，すなわち省エネがまだ十分に行われる余地があるときには，省エネを進め産出量を押さえ

ることによって，汚染を一気に減少させることが可能となる。しかしながら， Z；が比較的小さいときには，ぁを下げる

ことによってもたらされる汚染量の減少は少量となるであろう。

3 排出物が（実質的に）生産要素となっているような生産関数は， Copelandand Taylor (1994），細田（1996）等に
おいても用いられている。ただし， Copelandand Taylor (1994），細田（1996）では，最終生産物は労働と排出物に
関する一次同次の関数で生産されるものと仮定されている。

4 この関係は，自国からの排出物のもたらす不効用の方がより大きいということを示している。

5 この効用関数の定式化のもとでは，消費の限界効用はプラスで逓減的であり，汚染の限界効用は負である。また，
_J－σ ， 
う弓土主v(c）と置くと， lime v'(c)=O, lim… 
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選好を持ち，その効用関数は（2.5）のように設定されている。

社会的計画者（socialplanner）の問題は，上記の効用を最大化することである。ただし，本項では

共同実施が存在しないので，この問題は相手国の行動を所与として自国の代表的個人の効用を最大化

するものとして設定される。静学モデルにおいては， k；の水準は所与であるので，社会的計画者は上

記の効用を最大にするようなふのみを設定する。一階の条件は次のようになる60

dUJゐ；＝（p;Ak品）一σp;Ak;一β！B1Ak;L;zf-1二三O (2. 6) 

このことから， Z；ε［0,1］に注意し，（共同実施がないときの）最適なみを ztで表わすと

{ 1 （山）
(2. 7) 

(/3B1L)-h(Ak;）ーσ＇hp/Iσ同（k;>k;a)

となる。ただし， h三討石（＞川三p/1吋 1（加1L.)11σである。（2.7）より， zt<l（すなわ

ちk;>k;s）の範囲では次の関係を導くことができる。

ozt/ok;<O, ifzt/ok1>0. (2.8) 

上の関係より，一人当たりの資本ス トックがある一定の値を超えると，より クリーンな技術（より

小さな値のみ）が選択されることになる。

次に，総排出量について考察することにしよう。最適な技術の指標（省エネの測度），ztに対応する

汚染量を Dtで表すことにする。 k;三二ksのときには， ztニ 1であるのでDt=AK；となる。つまり，一

人当たりの資本ス トックが十分小さいときには，一人当たりの資本ス トックと総排出量との聞には正

の相聞がある。（2.3）と（2.7）に注意すると， k;>k;sの範囲では総排出量は次のように表される。

Dt=p／ト σ｝向（/3B1）耐Ltr-1>h(Ak;）＜βー1)(1 <Y円 （2.9) 

したがって， σ＞lのとき， k;> ks （すなわち， zt<l）という範囲に一人当たりの資本ストックがある

場合には，汚染量は一人当たりの資本スト ック量の増加とともに減少することが分かる7。また，最適

値ztに対応する一人当たりの産出量（これをばで表すことにする）は， zt<lの範囲では次式で与え

られる。

yt = pfh(Ak；）＇ト 1同（/3B1L;)-h. (2 .10) 

上式より次の関係がもたらされる。

oyt/ok;>O, ifyt/ok1<0. (2.11) 

このことにより， k；がある一定の値を超えると，一人当たりの産出量は， k；に対して増加はするが逓

減的なものとなるということができる。図lから図3では，技術の指標 （z；），総排出量 (D；），および

一人当たりの産出量（釣）の最適値がk;の関数として描かれている。

6 通常，一階の条件は等号で成立する。 しかしながら，ζのケースにおいてはあE[O,l］となっている乙とに注意しょ
う。ただし， z，が内点解となるときには等号で成立する。また， （z；が内点解のときの）二階の条件は， d2U;/dz1<
Oであるが，これは常に成立している。
7 Grossman and Krueger (1995）は，一人当たりの所得と排出量との関の逆U字の関係を導き出した。
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2.3 共同実施を伴うケース
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図3 i固における一人当たりの
資本ストック量と一人当たり

の産出量との関係。

ここでは，先進国と発展途上国が汚染を減少させるような共同実施を行うことによって，パレート

改善が可能かどうかを検討する。いま， N国（先進国）は一人当たりの資本ストックが十分大きく b

>kN8という水準にあり， S国（発展途上国）は ks豆ks8という水準にあると仮定する。このとき，前

項の議論により， ztく1,zt=lとなる自。また，協調が存在しない場合には， N国の総産出量はS国の

それを上回っているということも仮定する。

本稿では，共同実施のことを「N国がS国に資金援助（あるいは技術移転）を行い，それに応じて

S国が汚染を減らす」ものとして定義することにする。そして所得移転を通じての共同実施と技術移

転を通じての共同実施の二種類を考察することにする。以下ではそれぞれの手段によって，先進国，

発展途上国両国の厚生がどのように変化するのかについて検討しよう。

2.3.1 所得移転を通じての共同実施

まずは，所得移転を伴う共同実施について検討することにしよう。先進国から発展途上国への所得

移転がなされたときの各国の効用と制約を次のように設定する。

一（pNAkNzt-m)1ーσ－1
UN- lσ －（B1AKNzV1 + B2AKszs( m）β）， 

一（Aks)1ーσ－1
Us一 1－σ －（B2AKNztP+ B1AKszs( m）β）， 

Aks=Akszs＋令子

(2 .12) 

(2 .13) 

(2 .14) 

8 相手国の行動を所与として，自国の代表的個人の効用最大化をはかったとき， zt=Iとなるような国を発展途上国，
zt<Iとなるような国を先進国と定義することにする。また， PN>Psを仮定し，簡単化のためにPs=lとする。PNに

関しては， PN＞長（> 1）と川制約を課すことにする
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ただし， mはS国の居住者に支払うN国の居住者一人当たりの助成金（移転される所得量）である。

したがって，（2.14）の右辺の第二項はS国の居住者一人当たりが受け取る助成金ということになる＼

まず， S国について検討しよう。（2.14）の左辺は共同実施が存在しないときのS国における一人当

たりの産出量を示している。右辺の第一項は助成がなされた後のS固における一人当たりの産出量で

ある。第二項は上に述べたようにS国の居住者一人当たりに支払われる助成金である。つまり， S国

にとってみれば，協調以前の消費量を確保するような助成金を受け取ることへの見返りとして，より

クリーンな技術を選択し（省エネを行い，あるいは排出物に対する規制をもうけ），汚染量を減らすよ

うな契約となるのである。

(2 .14）は次のように変形することができる 100 

zs=l -(LNm! AksLs). (2 .15) 

m>Oである場合，ゐ＜lとなるためS国から排出される汚染量は，協調以前と比べて減少すること

になる。したがって， N国における排出量がこれまでと同水準に保たれるならば， S国における代表

的個人の効用は上昇する。したがって，このような契約はS国にとって受け入れる余地のあるものと

なるであろう 110 

次に， N国について検討することにしよう。（2.12）では， N国における代表的個人の効用が表わさ

れている。第一項におけるmはS国に対して支払われるN国の居住者一人当たりの助成額である。し

たがって， N国の代表的個人の消費水準は一人当たりの産出量から助成額を控除した額PNAkNZN m 

ということになる。議論の簡単化のために， ZNはこれまでの状態が維持されるものと仮定する 120 所

得移転を通じてみが減少すれば， S国の汚染量は減少するため，不効用も減少する。（2.15）を用いる

と， N国の代表的個人の効用は次のように書き換えることができる。

UN= (pNAkNzf---!f!Yーσ－l -B1AKNzfl-B2A払（1 LNm/ AksLs）β （2 .16) 

また，之S二：：0であるため， mをAKsLs/LNより増やしてもみの値はOのままである。したがって， N

国にとって， mをAKsLs/LNより増やすメリットは存在しない。このことから助成金mの制約として

は， O三二mζAksLs/LNという関係が成立する日。

N国の社会的計画者の問題は， UNを最大化するようなmを求めるものとなる。 （mが内点解である

9 LNmを，環境保護を目的とした政府開発援助（ODA）と見なすことも可能であろう。 1992年度からの5年間で日本
政府は，約I兆4400億円を硫黄酸化物の排出抑制や熱病雨林の保護のために拠出した。また， 1997年12月の京都会議
終了後，日本政府は発展途上国に対する環境保護を目的とした円借款を拡大すると発表した。
10 より厳密には， Zsε［0,1）であることを考慮して，

IO (m>AksLs/LN) 
,:;s-l l (LNm/ AksLs) (0ζm云AksLs/LN) 

と書くべきである。ただし，m>AksLs/LNとなるケースは後に検討されるN国の効用の最大化の過程において排除さ
れる。
11 S国においては， Zsを（2.15）で決定される水準よりも高い値に設定することによって，さらに高い効用を達成でき
るかもしれない。そうであるならば，この国際協調を破るようなインセンティ プが存在することになる。そのような状
況については次項で検討することにし，ここではとりあえず共同実施が遵守されるようなケースの各国の代表的個人
の効用について考えることにする。
12 ZNも新たに設定できるものと仮定し，その時の最適値をふで表すと， ZN>ztとなる傾向があり，分析は複雑なも
のとなる。 ZNが共同実施以前と同じ値をとるとき， N国の汚染量は協調以前の値と同じものとなる。
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ときの）効用最大化のための一階の条件は次のようになる 140 

dUN! dm= /3B2LN(l -LNm! AksLs）βー1-(pNAkNz't-m）一σ＝0. (2 .17) 

dUN!dmをm=O,m=AksLs/ LNで評価すると次のようになる。

dUN/ dmlm=o=/3B2LN一（pNAkNzt)σ＞O, (2 .18) 

dUN/ dmlm=AksL以 N=-(pNAkNz't-AksLs/ LN）一σく0. (2 .19) 

(2 .18）の符号の判定については，補論（5.1）を参照せよ。

dUN/dmをmの関数とみなしたとき，この関数が定義域内（すなわち， Osm豆AksLs/LNを満たす

mの範囲）で連続であることに注意すると，N国の代表的個人の効用を最大化するような唯一の助成水

準mt(O三三mt三二AksLs/LN）が存在することが分かる。このとき，（2.15）により，これに対応するS国

の技術の指標（省エネ水準） zs(mt)も一意に存在する。したがって， N国が点く1にあるときにはい

つでも所得移転を通じた共同実施を通して効用を高めることができることになる。

ここで， N国の一人当たりの助成額と他のパラメータとの関連を調べることにする。 dUN/dm=G

と置くomが最適値であるときには， G=Oであるoこのとき，。G/aw>O（卸＝PN, B2, ks, kN, Ls）とな

るo aG/amくOであるので陰関数定理を適用すると，次の関係を導出できる。

。G/aw
am/aw＝一一一一一一＞O. (2. 20) 

ac/am 

したがって，技術の格差（pN），相手国の汚染に対する不効用の程度（B2），両国における一人当たり

の資本ストック （ks,kN），および発展途上国であるS国の人口（Ls）が高い値を取っているときほど，

先進国であるN国の一人当たりの助成額もより高い値をとることが分かる。

2.3.2 技術移転を通じての共同実施

次に，技術移転による共同実施について検討することにしよう。ここで言う技術とは， p；のことで

ある。技術を移転するためには費用がかかるものとしよう。そして，技術移転によって Psが共同実施

以前の水準(1）から上昇するものとしよう。技術移転がなされた後のPsとそれにかかる費用（m）を表

す関数（ps(m））を次のように定式化することにする。

Ps(O)=l, limm→＝Ps(m)=pN, Ps'(m)>O, Ps"(m）く0. (2. 21) 

上の関係は，移転される技術の水準は費用に関して正ではあるが逓滅的であることを意味している 150 

所得移転のときと同様に考えると，各国の効用，および制約は，（2.12), (2 .13）および， Aks=

Ps(m)AksZsで与えられることになるので，次の関係が成立する 160 
1 

Z.c;;＝一一ァーーで
Ps~m; 

(2.22) 

13 当然のことながら， mLN豆PNAKNZNという関係も成立しなげればならない。しかしながら， AKs< PNAKNZNであ
るため， Oζm三二AKs/LNが成立している時には常にmLN< PNAKNZNとなる。つまり，この制約は事実上意味を持た
ない。

14 後の議論では，この解は常に内点解であるということが示される。また， （mが内点解のときの）二階の条件はd2UN!
dm2<0であるが，これは常に成立する。

15 PN>lであることと共同実施が存在しない場合においては，仮定により Ps=lであることに注意しよう。また，図4
を参照せよ。技術移転の場合には実現可能なmの制約として Oζm豆PNAKNZNという関係が成立する。
16 この関係は所得移転を伴う共同実施における（2.14）に相当するものである。
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Ps 

PN t.. 

押1
0 

図4 技術移転量とそれにかかる費用との関係

所得移転と同様の考え方によって， ZNが共同実施以前と同じ値をとるものとするとN国の最適な助

成水準が求められる。 （mが内点解であるときの）一階の条件は次のようになる17c

(pNAkNzt-m）ーσ＋/3B2AksLsPs(m）イ ー1ps'(m)=O. (2. 23) 

上式から明らかに

limm-+odUN/dm>O, limm『PNA州 z品dUN/dm<O (2.24) 

となる。すなわち，この問題は唯一の内点解， m｝を持つ。

このことから，（所得移転のときと同様に）技術移転による共同実施も（それが適切に機能するので

あれば）先進国，発展途上国両国の効用を上昇させることができるといえる 180

これらの背後にある直感的な合意は次のように説明される。ここでは， N国はお＜1となる程十分

に大きい一人当たりの資本ストック量を保有していると仮定されている。消費の限界効用は逓減的で

あるため，産出量が大きいときには，消費を減らしてでもみが大きい（省エネ余力が十分にある） s 

国に対して助成することによって汚染を減らすような契約により効用を上昇させることができるので

ある。助成額が小さいときには，助成額の増加からもたらされる消費の効用の減少よりも汚染の不効

用が減少することによる効用の上昇のほうが大きい。やがて助成額が大きくなると前者の効用の減少

のほうが後者の不効用の減少よりも大きくなるため，助成額の水準は一意に決定されるのである。

2.4 所得移転と技術移転との比較

次に，所得移転と技術移転において，共同実施の手段としてどちらがより望ましいのかを検討する。

議論を始める前に， Zsとmとの関係について調べることにしよう。この二つの関係は（2.15）および，

(2. 22）で与えられる。ただし，（2.15）は共同実施の手段として所得移転が用いられた場合のみとm

17 (mが内点、解であるときの） 二階の条件は， d2UN/dm2<0であるが，これは常に成立している。
18 所得移転のときと同様に， PN,kN, ks, Ls, B2の値が大きいほどm｝の値が大きくなるということも確認できる。
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との関係であり，（2.22）は共同実施の手段として技術移転が用いられた場合のそれであるo h とmに

関するこれら 2つの関係は，図5で描かれている。（2.15）の関係を表したものがII線，（2.22）の関

係を表したものが， TT線である。この 2つの曲線の交点を mvで表すことにしよう 190 以下では二つ

の興味深いケースに焦点を当てることにする。

a) m1，およびm｝がともに mvより小さい場合。

このケースでは， N国，つまり先進国は共同実施の手段として，技術移転を選択する。ここで，

Ps( mn-l < 1 -(LNm1 I AksLs) (2. 25) 

(pNAkNz'fJ-m1)1ーσ－1 * 
に注意すると， 1 _ -B1DN-B2AKs[l-(LNm1/AksLs）］βく

(pNAkNZN -m1)1ーσ－1
1－σ 

(pNAkNz'fJ m手）1－σ－1
1－σ 

B1Dt-B2AKsps( mt)β となる。ところが，この右辺は，明らかに

B1D'fJ-B2AKsps( m手）一β よりも小であるom｝が，技術移転政策を用いた共同

実施の際の唯一の最適な助成水準であったことを思い起こそう。したがって， m手および， m1がとも

にmvより小さい場合には，技術移転の方が望ましいことになる。

b) m1および， m｝がともに mvより大きい場合。

上記と同様の方法によって，この場合には所得移転による共同実施の方が望ましいということが分

かる 200 

Zs 

1 
PN 

。 mv －一普
m 

図5 助成額とS国の技術の指標との関係。ただし， II曲線は共同実施の手段として所得移転が用いられたと

きの関係であり， TT曲線はその手段として技術移転が用いられたときの関係である。両者の交点を mvで
表している。

19 この2つの曲線の交点がただ一つしかないということは容易に確かめることができる。
20 この他にも m1<mv<mfとなるケース， m1<mv<m1となるケースが存在する。前者のようなことはは起こり得
ない。また後者のケースに関しては一概にはどちらともいえないので実際に数値を代入して比較しなければならない。
21 本項における議論は，共同実施がいかなる形で行われたとしても成立する。
22 より正確には，共同実施として所得移転が用いられた場合には， ksζkss-LNm1/ALsのとき，技術移転が用いられ
た場合には， ks孟Ps(m手）0ーの／飢A1(/3B1Ls) 11σの時に， S国はみ＝lと設定することがわかる。以後は，場合分けによ
る議論の煩雑さを防ぐためにhζkss+ LNm* / ALs，およびあζ kssを仮定することにしよう。
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2.5 共同実施がなされるための諸条件

前項では，（その手段として所得移転が用いられにしろ技術移転が用いられるにしろ）共同実施に

よって先進国（N国），発展途上国（S国）両国の効用が上昇するということが明らかになった。しか

し，このような共同実施が実際になされるかどうかについては，議論がなされてこなかった。本項で

は，前項で検討された共同実施がなされうる諸条件について考察しよう 210

まず第一に問題となるのは， S国が実際に（2.15），あるいは（2.22）という水準で生産を実現する

のかということである。これまで， S国では， N国における助成額mが決まるとそれに対応するみが

一意に決定されると仮定されてきた。しかし， S国がみを変化させる，つまり共同実施を破ることに

よって，自国の効用を上昇させることができるのであれば， S国にはそれを破るようなインセンティ

プが存在することになる。 N国が前項で求められた最適な助成を行ったときにも S国がみを自由に選

択できると仮定すると， Zsが十分小さいときには， zs=lとなることがわかる 220 すなわち，たとえい

かなる共同実施が実施されたとしても， S国にとってはそれを破るようなインセンティプが常に存在

するのである。

次に問題となるのはN国の助成政策である。発展途上国であるS国が前項で示唆されたような共同

実施から逸脱する可能性があるということをN国が知っているものとしよう。そのような状況では，

助成政策を行うことによりN国の効用が減少するのは明らかであるので，前項で提示されたようなS

国における汚染の削減を目的とした共同実施は決してなされることはないであろう（ここでも， ZNは

共同実施がなされなかったときと同じ水準をとるものと仮定することにする。）。いま，先進国と発展

途上国の両国がm,Zsを選択できるものと仮定する。そして， N国が戦略として m=O,m＊ を23, S国

が戦略としてお＝zs(m*),1をとることができるものとする。これらの両国の戦略として出てくる結果

は2×2のマトリックスでもたらされている（表6を参照せよ。）。そして， 2.2における「共同実施が

ないケース」で成立する均衡値， （ut,unは囚人のジレンマの状況におけるナッシュ均衡解となっ
ていることが分かる。つまり， 2.3で指摘された「共同実施がなされる」時の値（U't*, Us**）は，と

もに（U't, Us*）よりも高いものになっているにもかかわらず，このゲームにおけるナッシュ均衡で選

ばれる値は（UJ, Llわである。したがって，共同実施がなされた場合には，両者ともより高い効用水

s 
Zs=zs(m本） Zs=l 

ur ut 
m=m* 
ur u: 

N 
Uf U! 

m=O 
w w 

表6 国際的な協調が存在しないときの各国のそれぞ

れの戦略に付随する効用水準。 ut'>U戸＞U;*>
Ufという関係がある。

s 
zs=zs(m*) Zs=l 

ur Uf 
m=m* 

UJ* u: 
N 

Uf Uf 
m=O 

u~ UR 

表7 国際的な罰金制度を伴うときの各国のそれぞれの
戦略に付随する効用水準。 U戸＞UF>Uf>UPもし
くはU戸＞Uf>UF>UPという関係がある。

23 共同実施の手段として所得移転が用いられる場合には， m*=m九技術移転が用いられる場合には， m*=m手と定義
する。
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準が達成できるにもかかわらず，実際に達成されるのは（協調しない，協調しない）という戦略と両

国におけるより低い効用水準となるのである。

このようなジレンマを回避する方策として，国際的な罰金制度の確立がある。一例として， N国に

おいて m=Oとしたとき，あるいはS国においてお＝lとしたとき，両国がそれぞれ「罰金Jを支払う

ような設定があげられるであろう。罰金の額は m=O,zs=lとするよりもm=m*,zs=zs(m勺を選択

したほうが効用が高くなるような額であればよい。極端なケースとしては，各国においてその総産出

量全てを支払わなければならないように設定することもできるであろう。そのときのN国， S国にお

ける効用水準は表7のようになる。このような国際的な罰金制度が適切に機能すれば，両国は， S国

の汚染を減少させるような共同実施によって，自国の効用を上昇させるような政策を行うであろう。

3 動学による分析

前節では，汚染が効用に対してマイナスの影響を持つような経済における静学モデ、ルを検討した。

本節では，動学モデルを検討することにする。まず， 3.1で動学モデルの基本的な枠組みを述べ， 3.2

で各国が相手国の行動を所与として自らの行動を決定するような状況を考察する。 3.3では，排出物を

削減するような二種類の共同実施（すなわち，所得移転を通じたものと技術移転を通じたもの）を導

入し， 3.4ではその二つの比較，検討を行う。そして3.5では，そのような協調がなされるための諸条

件を求めることにしよう。

3.1 モデルの設定

世界は以前と同じように 2国から構成されているものとしよう。両国の最終生産物，排出物の生産

関数は前節と同様に定義する。ただし，本節においては資本ストック，技術の指標などは通時的に変

化しうるものとする。

次に，消費者について規定する。 i国 (i=N,S）における代表的個人の t期における瞬時的な効用

関数（U[c;(t), Di{), Di{）］） を次のように定式化することにする。

cベt)l－σ－1
U .. [e;(t), D .. (t) Di{)]= -(B1D .. (t)+ B2Dh)). 

1－σ (3 .1) 

ただし， c.. (t）は t期における i国の一人当たりの消費水準， hベt）はt期における i国の一人当たりの

資本ストックの水準といったように（t）が付されたものは t期における水準を表している。したがっ

て， i国における代表的個人の無限時間視野にわたる効用流列の現在価値の総和は次のようになる。

£00 e句 ［c.. (t), D .. (t), Dit)]dt. (3.2) 

ただし， p(>O）は主観的割引率である。
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3.2 共同実施が存在しないケース

本項では，国際的な強調が存在しない場合の各国の行動について検討することにしよう。静学モデ

ルと同じように社会的計画者の問題を考察するヘ共同実施が存在しないので，各国の社会的計画者は

相手国の行動を所与として行動するであろう。つまり，社会的計画者は，蓄積方程式の制約のもとで，

以下の目的関数を最大にするような消費及び技術水準の時間径路c,(t ), z,( t ), ( tミ0）を選択する。

;:=e-ptui［州 D.(t),I)パt)]dt, (3.3) 

subject to k,(t)=pAk.(t)z;(t)-c,(t). (3.4) 

ただし， k,(O)=k,oは所与である。ここで， k三 dk/dtなどのように， ドッ トは時間についての微分を

表わことにする。蓄積方程式からも分かるように資本の減耗は存在しないと仮定される。

カレント・バリュー・ハミルトニアンは次のように設定される。

ム Iσ ’ 
H(k., Ci, Zi, Ai 
，よ－o (3. 5) 

ただし，んはi国における資本のシャドー・プライス（shadowprice）である。最大化のための条件

として以下の関係が成立する。

そして，横断性条件，

c,(t）一σ＝ん（t),

r 1 (Ai(t）注/3B1LJp;)
Zi(f)= 1 
l （ん（t)pJf3B1L.)11<P-I) (A;(t)< /3B1L./p;) 

［ρん（t)-pAん(t)(l-B1LJ p，ん（t))(zi(t)=I) 
ん（t)=i 
lρA.(t)+(lβ／β）pAz.(t)A;(t) (z.(t)<I) 

(3. 6) 

(3. 7) 

(3. 8) 

lime ρtAi(t)ki(t)=O. (3.9) 

いま，初期の資本ストックんがその定常状態値より小さい値から出発するものとする。また， pA/

(3<pA－ρを仮定しよう。この式は，定常状態においてみが1より小となる条件である。このとき，

k.(t）は通時的に上昇し，ん(t）は減少する（証明については，補論 ［5.2］を参照せよ。そとでは，定

常状態の近傍における安定性の議論もなされている。）。

次に， Zi(f）の動きについて検討することにしよう。 Ai(t）が十分大きいとき， z;(t)=Iである。しか

しながら，ん（t）は絶えず減少しているので，ある時期を超えるとん（t）＜β＇BiLJpiとなり，z.(t)<Iと

なる。その後， Lは通時的に減少していきあ（t)=zissへ収束していく。ただし，下添え字問は1国の

定常状態における水準を表すことにする。

消費水準， C;(t）の動学的挙動についても考察することにしよう。（3.6）の両辺を対数を取り時間で

微分すると次のようになる。
I A°; 

gα＝－aT.・ （3.10) 

ただし， gは下添え字の変数に関する成長率を表すものとする。つまり， C;(t）は通時的に上昇するが，

24 類似のモデルにおいて分権経済を導入したものとしては， Stokey(1998), Ikazaki (1998）を参照せよ。
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長期的な成長率は Oとなり，定常状態における水準（C;ss）に収束していく。

最後に，汚染水準D;(t）について検討する。 z;(t)=lの範囲では，汚染水準は資本ストックとともに

増加していく。 Z;(t)<1の範囲では， D;(t) = AK;( t )z;( t）βであることから，次の関係が成り立つ。

gDi=gki十f3gz;

=_J_坐ーム
β－1 k, ・ (3.11) 

したがって， Z;<lの範囲では，排出量の動学的挙動は暖昧なものとなる。ただし， σが十分に大きい

ときには，排出水準が通時的に減少していく（図8を参照せよ。）ヘ

3.3 共同実施を伴うケース

本項では，共同実施がなされるときの各国の行動について考察することにする。主として，そのよ

うな協調によって，前項で検討されたナッシュ均衡径路を改善できるのかどうかについて検討するこ

とにしよう。また， ZN(O)<1, Zs(O)=lということを仮定することにする。

静学モデルのときと同様に，（共同実施の手段として，所得移転がなされたとしても技術移転がなさ

れたとしていおは北の助成額に依存するものとする。そのとき，各国の目的関数と蓄積方程式を次

のように表わすことができる。

ここで，

100 e-ptU；［州 D;(t),D,(t), m(t)]dt, 
kN(t)=pNAkN(t)zN(t)-cN(t)-m(t), 

ks(t)= fis(払（t),zs(t), m(t))-cs(t). 

D,(t) 

AK,(T）ト

D,ssトー

0 T 

図8 （σが十分大きい場合の） i国における総排出量の動学的挙動。

25 この議論についての詳細は， Ikazaki(1998）を参照せよ。

(3.12) 

(3 .13) 

(3 .14) 
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U；レ；（t), _B1AK（似 t）β－B2Aκο）zh）β (3.日）

ただし， m(t）はt期におけるN国一人当たりのS国に対する助成額である。また， iisはS国が利用可

能な財の量である。

本項で検討するのは，前項よりもパレート改善できるかどうかである。よって，議論の簡単化のた

めに， kN(t),ZN(t), ks(t), cs(t）が前項と同じ径路を辿るものとしよう 260 N国は，協調がなされなかっ

たときの消費量を自国の消費分とS国に対する援助に振り分けるものとする。そして， S国はその見

返りとしてより低い技術の指標，みを選択するものとしよう。

3.3.1 所得移転を通じての共同実施

まず，所得移転による共同実施について検討する。所得移転がなされた時には， （z!=lの範囲にお

ける各tにおいて）次の関係が成立するものとする。また，以下では記号の簡略化のために時間 (t)

は省略する（ただし，必要に応じて （t）をつけることがある。）。

Ak!=Ak!zs+(LNm! Ls). (3.16) 

ただし，アスタリスク（＊）は共同実施がなされなかったときの最適径路に付随する水準を表わす。

(3 .18）の左辺は協調がなされなかったときの t期における S国の産出量である。右辺の第一項は協調

がなされたときのS国の産出量，第二項はN国からの援助額である。（3.16）は協調がなされたとき，

各期においてS国の（協調が存在しないときの）産出量が保証されることを意味している。

ある tに対して，m(t)>Oとなるような tが存在するとき， S国の効用が上昇することは明らかであ

る。なぜならば， N国の汚染物の径路と S国の消費水準の径路は協調以前と同じ径路を辿るが， S国

のt期における排出量は減少するからである。

次に， N国について検討することにしよう okN(t), ZN(t）は協調が存在しないときと同じ径路をとる

ものと仮定されている。したがって，効用を上昇させるためには， N国が各期において自国の効用を

最大化するような m(t）を選択する。このような問題を考えるとき， N国は各 t(O三三t三三T）において次

式を最大化する。ただし， Tは，共同実施が存在しないときにdがlから 1より小となる時点である。

(ct-m)1ーσ－1
σ － B1Akt LNztP -B2Ak! Ls(l -LNm! Ak! Ls）β. (3.17) 

みについては，（3.16）の関係が用いられていることに注意することにしよう。一階の条件は次のよう

になる 270 

dUNI dm=/3B2LN(l-LNm! Akt Ls）βー1一（ct-m）ーσ二 0. (3 .18) 

(3 .18）を m=O,m=Ak!Ls/LNの点で評価すると次のようになる。

26 より一般的には，新しくこれらの径路が決まると考えた方が妥当であろう。しかしながらこの場合の分析はより複雑

となる。例えば， N国におげる一人当たりの資本ストックの定常状態値は，協調以前より高い値を取る傾向がある。そ
のような場合は， N国における排出量も増加する傾向がある。これらの各変数の径路を不変においたことで，両国にお
ける資本ストックの成長率に影響を与えなくても，パレート改善を果たしうるかどうかを検討することになる。

27 (mが内点解のときの）二階の条件は， d2UN/dm2<0であるが，これは常に成立することが分かる。
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(3.19) 

dUN! dmlm=AkUslLN＝一（d Akt Ls/ LN）σ＜O. (3.20) 

(3.19）の符号判定においては，前項におけるおくlのときの条件が用いられている。

これにより， （zt=Iである場合には） N国にとってこのような協調が適切に機能するとき，自国の

（瞬時的）効用は各期において，常に上昇することが分かる。（3.20）によると，協調が存在しないと

きのN国の総消費量がS国の総産出量を上回っているときには2s, mが内点解mt(t）を持つというこ

とも確認できる （m以外の変数については，アスタリスクは共同実施が存在しない時の最適径路を表

わす。） 2¥ 

共同実施が存在しないときの UNをU引c't,Dt, Dt)で表わすと，各 t(t>O）に対して， ［｝N(d,D't, 

Ds,m1)二三U引d,Dt,Dt)であり，少なくてもS国が発展途上国であるときには， DN(c't,Dt, Ds, mt) 

> Ut(ct, Dt, Dt)であるので，次の関係が成立する。

!ooo e句（d,Dt, Ds, mt)dt > fo00 e－切（d,Dt, Dt)dt. (3. 21) 

ただし， {JNは上記のような共同実施がなされたときの m(t）の最適径路， mt(t）に付随する UNの値

である。したがって，両国は，たとえ自国の資本の蓄積径路を変化させなくても，所得移転を通した

共同実施によって，いずれも自国の効用の上昇を図ることができる。

3.3.2 技術移転を通じての共同実施

技術移転を伴う共同実施の場合には，（3.16）の代わりに次の関係が成立する。

Akt=ps(m)Aktzs. (3.22) 

ただし， Ps(m）は，（2.21)の関係を満たすものとするヘ他の条件は全て所得移転のときと同様で

ある。したがって， N国の問題は各 t(OζtζT）において，その瞬時的効用を最大化するものとなる。

(ct-m)1ーσ－1
σ －B1AKNztβ－B2AKsPs(m)-P. (3.23) 

(mが内点解のときの）一階の条件は次のようになる3¥

dUN/dm=/3B2AksPs(m）ーβー1Ps'(m）一（d-m）一σ＝O. (3. 24) 

これを， m=O,dで評価すると明らかに，

limm-+odUN/dm>O, (3. 25) 

28 (3.20）において m=AktLs!LNで評価しているということは，暗黙のうちに ct-AktLs/ LN >Oの状況を考察し
たということを意味している。d-AMLs/LN<Oのときに，この問題が内点、解を持つことは容易に確認できる。
29 zt<Iの時には，んが十分大きいとき，共同実施がN,S両国の効用を上昇させるということも示すことができる。
しかしながら，本稿で焦点が当てられるのは，先進国と発展途上国との共同実施であるので，本文ではあえてそのこと

は述べない。少なくてもS国が発展途上国であるときに，先進国と発展途上国の共同実施が両国における効用流列の現
在価値の総和を上昇させることができることを証明するだけで十分であろう。

30 技術移転における一つの特徴は，移転された技術が瞬時的というよ りもむしろ継続的な影響を持つという点にある
かもしれない。しかしながら，本節の議論ではそのような点に触れていない。ただし，補論では技術移転の影響が継続

するような場合にN,S両国に与える影響について若干の考察がなされている。
31 後の議論で， mは必ず内点解であるということが導き出される。また，二階の条件は常に成立する。
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となる。すなわち，この問題は常に唯一の最適解 mHt）を持つ。したがって，所得移転の時と同様の

議論を繰り返すことによって，技術移転を通じた共同実施もまた， N, S両国の目的関数を増加させ

ることができるといえる。

3.4 所得移転と技術移転との比較

最後に政策上の比較を行うことにしよう。 N国の助成額mとS国が選択する技術水準 Zsとの関係

は，（3.16）および，（3.22）で与えられている。したがって， m1(t),mHt）くmv(t）であるような

t(Oζt豆 T）のときには技術移転を， mvくm1(t),m手（t）であるような t(O豆t豆 T）に対しては技術所

得を選択すればよい。ただし， mv(t）は， t期における（(3 .16）の関係を表した） II線と（（3.22）を

表した）TT線との交点であるo m1くmvくmfとなるケースは起こりえず， m1くmvくm1である時に

は一概にはいえないので，実際に値を代入して比較しなければならない。脚注20を参照せよ。

3.5 共同実施がなされるための諸条件

本項では，動学モデルにおいて，協調がなされるための諸条件について検討することにしよう。基

本的には2.5でもたらされたものと同じである。動学モデルにおいては，協調から逸脱した場合，例え

ば（十分大きな）資本没収がなされるというような制度を構築することがその解決策となる（再び表

7を参照せよ。ただし，このときの表？における各Uは，効用流列の現在価値の総和というように読み

替えられなければならない。） o

4 結論

我々が21世紀における持続可能な発展を考えるときに，地球規模での環境問題を経済分析に取り込

むことは不可欠であろう。本稿はそのような観点から，グローパル経済における環境と経済成長の問

題について分析してきた。

第2節では，静学モデルを用いて分析を行った。相手の国の行動を所与として各国が自国の代表的

個人の効用最大化を行った場合には，一人当たりの資本ストックと排出量との聞には逆U字の関係が

あるという結果を得ることができた。次に，発展途上国の汚染を減少させるような共同実施を行うこ

とによって，共同実施が存在しない状況におけるナッシュ均衡解をさらに改善しうることを見い出し

た。その後，共同実施の手段として，所得移転と技術移転のどちらがより望ましいのかという点を考

察した。結論としては，最適な助成水準が比較的小さいときには技術移転を，比較的大きいときには

所得移転を取るべきであるというものであった。しかしながら，両国は常にそのような協調から逸脱

するインセンテイブゃを持つことになるので，共同実施が適切に機能するためには，協調から逸脱した

場合には，逸脱した国に「罰金」を課すような制度を確立することが，必要であるといった帰結を得

ることができた。

第3節では，第2節で行った静学モデルを動学モデルに拡張した。まず第一に，相手国との協調が

存在しないケースを検討した。両国がともに代表的個人の無限時間視野にわたる効用の最大化を行っ
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た場合には，経済は唯一の定常状態へと収束することと，経済がある一定以上に発展すると省エネ活

動が起こり汚染量が減少し得ることを確認した。その後，先進国が資金援助（もしくは技術移転）を

行い，発展途上国がそれに応じて自国の汚染を減少させるような共同実施によって両国の厚生が上昇

することを確認した。また，共同実施としては，最適な助成水準が比較的小さい期には技術移転を，

大きい期には，所得移転を用いるべきであるという結果を得た。また，共同実施が適切に機能するた

めには静学モデルのときと同様に「罰金Jを課すような制度が必要であるという帰結も得られた。

今後の研究課題としては，動学分析におけるより効率的な共同実施の方法，各国が共同実施を遵守

しているのかを監視するためのモニタリングの導入，技術が内生的に決定されるようなメカニズム，

特に排出物削減を目的としたR&D活動の導入等が挙げられるであろう。

5 補論

5.1 不等式（2.18）の証明

本項の目的は，（2.18）の不等式が成立することの証明である。（2.18）の不等式の証明は，以下の

不等式の証明と同値である。

(/3B2LN）ー1／σ＜AkNZ"fi. (5 .1) 

( B2 ¥ IIσ I B2 ¥-11σ 
ここで，左辺＝vw-1)1σAkNa(Bi} <pNAkNa(PNJI;} <pNAkNa<PNAkNz"fiとなる。 したがって，

不等式（5.1）が成立するので（2.18）も成立する。

5.2. シャドー・プライスの動向

本項では，まず3.1におけるシャドー・プライス A；が適時的に下落するということを証明する。そし

て次に，定常状態の近傍における安定性について調べることにする。まず， z;=lのときを考えること

にしよう。このとき， A；の成長率は，次のようになる。

十ρ－p針 A／』（β＇B1L/t1;)
三三ρ－pA+vAIβ＜O. (5.2) 

よって， z,=lのとき A，は減少する。

次に， Z;<lのときを検討することにしよう。この場合は，位相図を書いてみることにする。 Z;<lの

ときの A,=0線は，次の関係を満たす。
ρ＋(1-(3／β）p;A(p,AJ /3B1L)11<P-l)=O. (5.3) 

また， gk;=O線は，次のようになる。

p;Ak;(pJ (5. 4) 

位相図は，図9で描かれている。今，一人当たりの資本ストックがその定常状態値より低いところ

から出発していると仮定されていることに注意しよう。このとき， k;んがたどる径路は， 1)k，がO
に向かつて減少していく径路； 2)11,, k;がともにその定常状態値へと向かう径路； 3）んがんssに， k,

が無限大へと向かう径路の3つである。
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1）の径路は，最終的に経済がなにも生産しないような状態へと向かつてしまう。 3）の径路につい

ては，

(limgki）－ρ＝Aziss一ρ

＝ρ／（/3 1) >O. (5. 5) 

という関係が成立するが，これは横断性条件を満たさない。したがって，唯一の径路は， 2）のような，

ともにその定常状態値へと向かう径路となる。そのとき，，'tiが減少していることも分かる。

次に定常状態での近傍におけるこのシステムの特徴を調べることにしよう。まず，次のような変数

変換を行うことにする。

p=log（あ／kiss), q = log（ん／Aiss). (5. 6) 

これを定常状態の近傍で線形化すると，次の関係が成立する。

/p¥ l/31ρ／（β－1) /3，ρ［1／（β－1)+ 1／σ］／（β－1)¥ / P ¥ 
¥q/ ＼む－ρ八/3-1'〕 I¥q}" 

この右辺における第一項目の2×2の行列の行列式の値が負であることは直ちに求められる。したがっ

て，この行列の固有値は，一つが正，もう一つが負となるので，定常状態の近傍でこのシステムは，

サドル・パス（saddlepath）となることが分かる。

5.3 技術移転が継続的な影響を持つケース

本文の第3節では動学モデルが考察された。しかしながら，本文における技術移転は，あくまでも

瞬時的な影響しか与えないものと仮定されていた。ここでは，技術移転が継続的な影響を持つような

ケースについて考えることにしよう。 N国の技術移転量とそれにかかる費用の関係を次のように定式

化し直すことにする。

Ps(t)=ps(m(t), Psi(t)). (5. 7) 

ただし， Psi(t）は， t期にまでにS国に移転された技術量， Ps(m(t),Psi(t）） は， t期における瞬時的な

技術移転量を考慮した後のS国のPsを表す関数であり，

ん 1)2) 3) 

A;ss ん＝o

k,=o 

。 kiss 
k. 

図9 Z;<lのときの i国における一人当たりの資本ストック量 （k；） とシャドー・プライス（ん）の動学的挙動
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Ps(O, Ps1(t))=ps1(t), 

および， Ps(O)=l以外の（2.21）の性質を持つ。

このような状況においては，所得移転が共同実施の手段として取られた場合，それに相当するt(o::;;

(5.8) 

t::;; T）において（3.16）の代わりに次式が成立する。

LNm(t) 
防1(t)Aks(t)zs(t) ＋句ヂニAん（t).

したがって，

(5. 9) 

(5 .10) 

また，技術移転が共同実施の手段として取られた場合，それに相当する t(OζtζT）において（3.22) 

の代わりに次式が成立する。

Ps(m(t), Psi( t))Aks(t )zs(t)=Aks(t). (5 .11) 

したがって，

ゐ（t)= { {J /,¥¥ (5 .12) 

すなわち，（3.16），と（3.22）の代わりに（5.10), (5.12）が成立する。したがって， II曲線，お

よびTT曲線は，ともに下方にシフト (IT曲線とT’T’曲線）することになる（図10を参照せよ。）。し

たがって，技術移転の効果が継続するのであれば，ある期で技術移転による共同実施がなされると，

Zs 

T
 

Y

－－‘
 
’EA
 

五百了

T

T

 

。 Iご主I
AKs 
LN 

m 

図10 技術移転が継続的な影響を持つケースの助成額とS国の技術の指標との関係。（3.16）の関係を示すII幽線は
(5.10）の関係を示すIT曲線に（3.22）の関係を示すTT曲線は（5.12）の関係を示すT’T’曲線にそれぞれ下方にシ
フトしている。

32 第3節では， kN,ZN, ks, Csは共同実施が存在する場合にも，ない場合にも同ーの径路をたどると仮定していたため
に，（そのような仮定のもとてもは）異時点閑の影響は存在しなかった。しかしながら，技術移転が継続的な影響を持つ

という仮定は，そのような異時点問の影響をもたらすことになる。したがって，たとえ，瞬時的な効用を上昇させるた

めには，所得移転の方が望ましかったとしても，効用流列の現在価値を上昇させるためには，技術移転をするべきであ

るといった結論にもなりうるであろう。また，もう一つの特徴としては，T期以降においても初期の段階で行なった技
術移転の効果が継続するという点にある。
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それ以降では，（技術移転が継続的な影響を持たない場合と比較して）より少ない費用において排出物

削減が可能となる。したがって，このようなケースにおいては，初期の段階において技術移転を採用

することが，効用上昇のために重要となるかもしれない320 
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